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 熱帯諸国において 1970年代後半から導入された参加型森林管理政策は、今では森林政策

の主流になっている。本研究は、早くから参加型森林管理を導入したフィリピンの事例分

析結果を活用し、ミャンマーにおける分権型森林政策の今後の展開への政策的含意を検討

したものである。 

 ミャンマーでは 1995 年のコミュニティ林業令（CFI）により国家森林政策において住民

参加が義務づけられた。今日では 572の森林利用者グループ（USG）がコミュニティ林業（CF）

の経営を 42,148ha で実施している。具体的な活動は、(1)植林及び樹木の生長促進などに

よる生産システムの改善および保護、(2)森林資源の自家消費、(3)木材および木製家具の

販売による現金獲得、である。持続可能な森林経営にとって不可欠なのは、初期段階での

人々の参加、およびその後の CF活動の継続である。しかし、実際には初期段階の参加こそ

見られたものの、その後の継続が困難となってしまい、森林の管理や保護の改善がなかな

か見られない。先行研究によると、人々が CF活動を継続するためには所有権の確保が重要

である。本研究の課題は、(1)ミャンマーにおける USGメンバーの初期参加に影響を与える

要因を明らかにし、(2)フィリピンにおける CF 活動を継続するために果たす所有権の役割

を評価し、(3)ミャンマーの森林政策への含意を検討すること、である。 

 課題(1)については、先行研究を参照して経済的要因、社会的・制度的要因、物理的要因

の間の因果関係を示す概念枠組みを構築した。そして、ミャンマーの中央乾燥地帯におけ

るアグロフォレストリー（AF）タイプと自然林（NF）タイプの CFから 4つの USGを調査対

象とした。USGメンバーの社会的・経済的状況を把握するため、半構造的なフォーマル・イ

ンタビューを世帯を対象として実施した。その他必要な情報はキー・インフォーマント・

インタビュー、参与観察、インフォーマル・インタビュー、会議議事録の読み込み等によ

って得た。課題(2)については、分析枠組みとして 2つの概念を適用した。一つは「権利の

束」（アクセス、使用、管理、排除、処分）で、もう一つは「３レベルのルール」（運用ル

ール、集合的意志決定ルール、基盤的ルール）である。所有権のあり方が異なれば、ガバ

ナンスの成果である森林資源の状態および収入も異なるものとなる。調査対象として、フ

ィリピン北部に位置するコミュニティ基盤型森林管理（CBFM）の事例から、3つの異なる事

例を選んだ。つまり、中央政府プログラム（CGIP）、地方政府プログラム（LGIP）、伝統的

森林管理（TFM）である。全部で 9 村落から 111 世帯を無作為抽出し、世帯構造、所有権、

収入、農地の樹木数、などのデータを収集した。また、41 人に対してキー・インフォーマ

ント・インタビューやインフォーマル・インタビューを実施した。課題(3)については、フ

ィリピンにおける 3タイプとミャンマーの 2タイプの事例を所有権の観点から SWOT分析に

より比較検討する方法をとった。SWOT 分析では、フィリピンの住民組織（PO）やミャンマ
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ーの利用者グループ（USG）といった主体自体のもつ「強さ」や「弱さ」を明らかにし、政

策をそれら主体に対して「機会」や「脅威」を与える外部要因と見なした。そして、「機会」

を活用し、「脅威」を防ぎ、「強さ」を促進し、「弱さ」を克服する方策を検討することによ

り、ミャンマーの UDGの戦略を支援するための政策的含意を提示した。 

 以上を１− ２章で述べた後、３章でミャンマー乾燥地帯における USG メンバーの参加に

影響を与える要因の分析結果を、４章でフィリピンの CBFM における所有権問題の分析結

果を述べている。そして、５章でミャンマーとフィリピンの比較検討を行い、６章で結論

および政策的含意を整理している。ミャンマーの分権化は、住民への便益供与と権限委譲

が最小限のままの、いわば別の形の集権化政策であった。一方で、TFM を除くフィリピン

の CBFM は、住民への権限委譲を伴わない分権化政策であった。そして、ミャンマーでの

「脅威」を取り除くための政策的含意として、 (1)CFI を修正し木材産業への原料供給のた

め商業伐採を認める。(2)住民が伐採許可を取得するための手続きなど商業伐採に必要な規

則を森林局が策定する。(3)USG の法的位置づけおよび排除の権利を確保するため、村有の

燃材林造成を許可している森林法第 15 条を修正して強化する。(4)排除の権利を実行するた

めの確実で強い制度を確立するため、CFI の中に森林保護・保全の条項を追加する、など

を提示した。 

 以上のように、本研究はミャンマーとフィリピンの政策実態の分析に理論を活用し、今

後のミャンマーのける森林政策に重要な示唆を得ることに成功しており、学術上および政

策上の貢献が大きい。よって審査委員一同は、本論文が博士（農学）の学位論文として価

値あるものと認めた。 

 


